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コインパーキング用地

探してます。

名古屋市内 愛知県内 募集中 ! 先ずはお気軽にご相談下さい

052-350-5750 担当/服部



常務取締役 永井 道人

お部屋探しの際に気にする
物件の防犯設備について
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空室募集、空室対策、設備交換、工事、売却・購入のご相談・お問い合わせ

℡担当：菊地

近年、新型コロナウイルスの感染拡大の影響を皮切りに、テレワークの普及が進んでおり
ます。在宅時間が増えることで、お部屋探しをする方の防犯意識も高まっております。今回
は、お部屋探しの際に気にする防犯設備についてお伝えさせていただきます。

①モニター付きインターホン
②防犯カメラ
③オートロック
④宅配ボックス
⑤防音性

出典：at home 【住まい探しと防犯意識の実態調査】

右のグラフは、at home社が実施した
【住まい探しと防犯意識の実態調査】の中
で、住まいに求める防犯設備のデータとなっ
ております。多くの方に指示されている防犯
設備を上位から見ていくと、

となっております。これらの設備は、毎年賃
貸住宅新聞社より発表される『人気の設
備ランキング』でも毎年のようにランクインし
ているものとなっております。
配達員を装った犯罪も増えており、イン
ターホンで来訪者の顔が見えないのは不安
という声も高まっております。そのため、古い
タイプのインターホンはモニター付きのものに
変更することを推奨しております。
また、そもそも不審者の侵入を防ぐために

防犯カメラの設置や、オートロックのある物件が選ばれやすくなっております。オートロックに関
しては、物件によって設置が難しいケースもあるかと思いますので、その場合は防犯カメラは
必須で設置いただくとよいでしょう。
宅配ボックスに関しては、インターネットショッピングの利用頻度が高まっていること以外に、
置き配を推奨する宅配業者も増えており、盗難被害を懸念する声も上がっております。そ
のため小型なものでも宅配ボックスを設置することで差別化ができ、選ばれやすくなります。
防音性に関してですが、壁側に関してはどうにもなりませんが、窓側の対策として後付け
可能な二重サッシをお勧めします。
全国的に防犯意識が高まっておりますので、これを機にご自身の所有している物件に、
防犯対策を施してみてはいかがでしょうか。
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弁護士法人
一新総合法律事務所
弁護士 田上 博也 氏

事故物件の告知義務について

https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001426603.pdf
「宅地建物取引業者による人の死の告知に関するガイドライン」国土交通省

警察庁のまとめによると、年約6.8万人の方が一人暮らしの家で孤
独死をしたとされています。
入居者が家で亡くなった場合には、宅建業者は、次入居者に対し
て入居者が亡くなったことにつき告知義務が課される場合があります。
国土交通省からは「宅地建物取引業者による人の死の告知に関
するガイドライン」が策定されており、これに従って宅建業者には告知
義務が課されることになります。

老衰、持病による病死など、いわゆる自然死については、そのような死が居住用不
動産について発生することは当然に予想されるものであるとされ、この場合には宅建業
者には告知義務はないとされています。
このほかに、事故死に相当するものであっても、自宅の階段からの転落や、入浴中
の溺死や転倒事故、食事中の誤嚥など、日常生活の中で生じた不慮の事故による
死については、賃貸借取引及び売買取引いずれの場合も、自然死と同様に、原則と
してこれを告げなくてもよいとされています。

１．宅建業者が告げなくてもよい場合について

賃貸借取引において、上記の１以外の死が発生したり、特殊清掃が必要となった
場合には、概ね死が発覚してから３年間は告知義務が課されるとされています。
したがって、１の場合でも、長期間にわたって人知れず放置されたこと等に伴い、い
わゆる特殊清掃や大規模リフォーム等が必要になり、取引の判断に重要な影響を及
ぼすと考えられる場合には告知義務が課されることもあります。
ただし、事件性、周知性、社会に与えた影響等が特に高い事案の場合には３年を
経過しても告知義務が必要とされる場合もあります。

２．告知義務が課される場合について

国交省のガイドラインは、現時点で妥当と考えられる一般的な基準を示したものに
過ぎません。今後、裁判例又は不動産取引の実務が蓄積していけば新たな基準が
策定されることになります。

３．まとめ



不動産ソリューションコーナー
不

動 産 ソ リ ュ ー シ ョ ン コ ー ナ ー
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中古で収益物件を
売買する際の注意点①

昨今、家賃が上がっているという情報の影響もあり、収益物件の購入ニーズが高まって
おります。賃貸オーナーの皆様においては、購入だけでなく売却を検討する方も増えており
ますが、収益物件の売買を行う際には気をつけなければならない点が複数あります。

いかがでしたでしょうか。収益物件の売買を専門で行っている会社の中では、単純に表
面利回りだけで、『年間○○万円も儲かります』という謳い文句で営業を行っている会社
もありますので、今回お伝えさせていただきました内容に注意し、取引を行っていただけます
と幸いです。
次回は売却する際の注意点についてお伝えさせていただきます。

【物件を購入する際の注意点】

１）実質利回りで検討する
収益物件を購入する際は、実質利回りで検討することがポイントです。物件の広告やチラ
シでは、表面利回りが記載されていることが多いです。表面利回りとは、総潜在収入を投
資額（物件価格）で割ったものです。
実質利回りを計算する際に必要な情報は、現在の『稼働状況』です。実際に稼働してい
る部屋の賃料の12か月分で、『実質収入』が算出できます。
また、現在の空室がすぐに埋められるような状態に仕上がっているのかを確認することも必
要です。空室損失を最短に抑えれることが、よい物件と判断できる一つの指標です。

２）入居者トラブルの状況を確認する
入居者トラブルとしては、例えば「騒音問題」「ゴミ出しマナー問題」「家賃滞納問題」 「禁
止されているペットを飼っている」等があります。トラブルを抱えている入居者がいる物件を
購入してしまうと、その借主が今後も同様のトラブルを引き起こす可能性が高いため注
意が必要です。

３）過去の修繕履歴を確認する
賃貸物件は、築年数が経過するほど修繕費も増えていく傾向があります。中古物件は築
年数が古い物件ほど購入後すぐに修繕が発生する可能性が高いです。例えば、所有者
が短期間に何度も変わっているような物件は、間の所有者がほとんど修繕をしないまま
売り逃げていることも多いため、購入する際に確認しておきましょう。

４）敷金の精算を行う
買主は家賃を受け取る権利を引き継ぎますが、同時に借主が退去する際に敷金の返還
する義務も引き継ぎます。ただし、買主は今の入居者から直接敷金を預かっているわけで
はないため、返還する敷金を実際に持っているわけではありません。そこで、収益物件では
売買金額を調整することで、形式的に預り敷金を売主から買主へ承継することを行いま
す。



相続相談コーナー

税理士法人タックスウェイズ
税理士  後藤 勇輝 氏

各税制度の特例の利用には一定の条件があります。資産税に詳しい各専門家
（税理士・弁護士・鑑定士等）と連携してサポートしています。

【ご相談・お問い合わせ】オーナー様：相続ご相談窓口
℡ 052-253-8181 担当：渡辺・菊地

相 続 相 談 コ ー ナ ー
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家の購入と持分割合と贈与税
≪夫婦で資金を出して家を買ったとき≫
家を買うときの資金については、そのご家族の資産形成により様々な拠出
形態があります。その中でも夫婦が共有にて自宅購入するときなどは、持分
の登記の状況から贈与税が課税される恐れがあります。今回は、そのケー
スについて見ていきましょう。

家を買うときは、頭金と住宅ローンの組み合わせで購入することが多いと思います。例え
ば、8,000万円の家を夫が1,000万円、妻が100万円の頭金を出して、残りは夫が住
宅ローンで購入する場合に、自宅の持分を1,100/8,000を妻、残りを夫と登記してしま
うようなケースを考えます。この場合、妻は専業主婦で所得がなく夫の収入で生活してい
るものとします。ご主人が妻に多く持分を持たせておくのが将来的にいいかなという優しい
気持ちなどから、資金拠出割合と異なった持分で登記してしまったケースですね。

夫婦で家を買うときの持ち分に注意

z

上記のケースで持分登記をしますと、税務署から妻宛に「お買いになった資産の買入価
額などについてのお尋ね」というような文書が送られてくる可能性が高くなります。そこにはど
のような資産を、いくらで買い、資金の調達はどうしたかといった記載項目があり、その記入
をして返送してくださいといったお願いの文書です。回答しなくても罰則はありませんが、調
査へ移行するケースも少なくありませんので回答しておくことが望ましいです。

税務署が登記情報をチェックしてお尋ね文書を送ってくる

z

このケースの焦点は、妻の所得背景から1,000万円を資金提供することが難しそうなの
で、税務署がどのような資金繰りをしたのか？という着眼をして聞いてきているところです。
上記の事実が、贈与であれば、贈与税の課税が行われ、妻が借用書を書いて、夫が妻
の口座に1,000万円を振り込んでから決済しているようでしたら、夫から妻への貸付金とさ
れ、課税は生じませんが、金利や返済原資、返済期間などの事実を証明する必要がで
てきます、それが認められずに贈与税の課税対象と判断されることもあります。
このような事態を避けるためには、持分を資金の拠出した金額と同じ割合にして登記す
ること、または貸付であればきちんと整理しておくことです。家購入の際の持分登記は慎重
に対応されてください。

気を付ける点は？

具体的な手続きは、事前に税理士・税務署にて詳細の確認をされて進めていただけるよ
うお願いいたします。



リードグループにご相談下さい！
リードグループは専門スタッフの力を結集し

お客様の資産運用をトータルサポートいたします！

● より良い賃貸経営へのご相談はこちら ●

お問い合わせ先：リード通信事務局 担当：服部
TEL:052-350-5065

□空室について
□リフォームについて
□家賃滞納について
□賃貸管理について
□購入について

□売却について
□土地活用について
□相続対策について
□保険について
□その他 お気軽にご相談ください！

リードグループ

おかげさまで 45周年！
私どもは“住まい”を通じて地域社会に貢献致します

ランズビー梅森台
ランズビー貴船

障がい者グループホーム

エイブルNW中国上海店

賃貸仲介
エイブルNW上前津店

賃貸仲介
エイブルNWマニラ店
賃貸仲介・売買仲介

エイブルNW常滑店
リードワン常滑支店
賃貸仲介・不動産管理

リードワン東京
売買仲介

ファインビレッジ
緑花台

サービス付高齢者向け住宅

リードワン本社
リードワン保証

不動産管理・売買仲介

リハビリデイステーション

元気村緑花台
デイサービス

メモリアルホール
尾張旭の里

ペット専門の葬儀・供養
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